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お産の現場では、予期せぬ出来事が起こってしまう場合があります。産科医療補償制度は、お産をしたときに何らかの理由で重度の障害をおった赤ちゃんとその家族をサポートします。
①補償の対象

　制度に加入している医療機関において、「出生体重2000ｇ以上かつ妊娠33週以上」または、「妊娠28週以上で所定の要件に該当した場合」で出生した赤ちゃんに、身体障害者障害程度等級１級または２級相当の重度の脳性まひとなった場合に補償の対象となります。（先天性の要因等については補償の対象になりません）

②補償の水準・掛金

　補償の対象と認定された赤ちゃんに対し、看護・介護のため、一時金600万円と分割金が20年にわたり総額2400万円、計3000万円が補償金として支払われます。

　この制度では、一児ごとに、医療機関が３万円の掛金を負担することになっています。また、この制度の開始に伴い、掛金相当分の分娩費の上昇が見込まれることから、健康保険から給付される出産育児一時金も、平成21年１月から3万円引上げられ38万円です。（制度に加入していない医療機関での出産の場合、一時金は今までどおり35万円）


労災保険は、労働者保護を目的とした保険であるため、原則として社長をはじめとする役員や、社長と同居の親族などは対象となりません。

仕事中の負傷については、健康保険が使えませんので、当事務所では、「労災保険特別加入」をお勧めしています。これは、労働者と同様の仕事をしている時の被災に関しては、役員の方でも社長の同居の親族の方でも労災として保護する制度です。

　特別加入するにあたっては、給付基礎日額（１日当たりの報酬）を、５千円から１万円までは千円刻みで、１万円から２万円（上限）までは２千円刻みで選ぶことができ、選んだ日額の３６５日分に労災保険料率をかけた保険料を納めます。

もしもの時には治療費の全額給付のほか、休業１日につき日額の８割が休業補償として支給されます。
　なお、特別加入には一部制約があります。加入を検討される方はご相談下さい。
高額療養費とは、1ヶ月の医療費が自己負担額（次頁参照）を超えた場合、超えた部分が国から返金される制度です。全額を窓口で支払った後、払い戻されることになっています。
　しかし、入院治療費については、「限度額適用認定証」を病院に提示すれば所得に応じて決められている一定額だけを窓口で支払えば済むようになりました。一度に多額の現金を用意する必要がなくなり、後から申請する手間も省けます。

　入院をすることがあらかじめわかっている場合は、先に認定証を交付しておくのがよいでしょう。政府管掌健康保険であれば協会けんぽで、国民健康保険であれば各住所の市区町村役場で手続を行ないます。健康保険証と認印が必要です。

　認定証は、直接受け取るか、ご本人宛に郵送されてきます。

○注意点

　外来や複数の医療機関への支払で限度額を超える場合は従来どおりの申請手続きになります。

　認定証の有効期限が過ぎても認定証が必要な場合、再度申請が必要になります。

<７０歳未満の方の自己負担限度額>

	上位所得者（標準報酬月額が５３万円以上）
	150,000円＋（医療費－500,000円）×１％

（多数該当の場合は83,400円）

	一般
	80,100円＋（医療費－267,000円）×１％

（多数該当の場合は44,400円）

	低所得者（住民税非課税者等）
	35,400円


Ｑ＆Ａなぜなにどうして？

Ｑ；倒産や解雇で辞めた場合だけでなく、自己都合で会社を辞めても、その退職に正当な理由がある場合、失業保険に給付制限がかからない、と聞きました。ハローワークではどのような場合に正当な理由と判断するのでしょうか？
Ａ；自己都合で退職をした場合、失業保険を受給するには、３ヶ月の給付制限がつきます。しかし、ハローワークで「正当な理由がある」と判断された場合は、この給付制限がつきません。この判断は、本人は勤務を続けたいと思っていたが、勤務を続けることが困難な事情が生じたための離職であるか否かがポイントとなります。具体例は以下の通りです。

①体力の不足、心身の障害、疾病、負傷、視力の減退、聴力の減退、触覚の減退等により離職したもの

②妊娠、出産、育児等により離職し、雇用保険法20条１項の受給期間延長の措置を受けた者

③父、もしくは母の死亡、疾病、負傷等のため、父もしくは母を扶養するために離職を余儀なくされた場合、または常時本人の看護を必要とする親族の疾病、負傷等のために離職を余儀なくされた場合、のように、家庭の事情が急変したことにより離職した者
④配偶者または扶養すべき親族と、別居生活を続けることが困難となったことにより離職した者

⑤以下の理由により、通勤不可能または困難（通常の方法により通勤するための往復所要時間がおおむね４時間以上であるとき等）となったため離職した者

　ⅰ 結婚に伴う住所の変更のため

　ⅱ 育児に伴う保育所等の利用のため
　ⅲ 事業所の移転のため

　ⅳ 強制立ち退きや天災などのため

　ⅴ 交通機関の廃止や時間変更のため

　ⅵ 事業主の命による転勤に伴う別居の回避のため

　ⅶ 配偶者の転勤による別居の回避のため
⑥その他、事業主の退職勧奨に該当しない企業整備による人員整理等で、希望退職者の募集に応じて離職した者等
※証明するための書類等が必要な場合があります。（例：疾病の場合は診断書）
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